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 2020 年度事業計画 
（2020年 4月 1日から 2021年 3月 31日）       

特定非営利活動法人長野県ＮＰＯセンター 

 ２０２０年度活動基本方針 

  本年度は次の方針により事業及び組織運営・基盤強化を実施する。 

  【事業実施方針】 

◯ 情報発信ツールの整備充実と発信内容の質の向上を図り、既存の会員等への迅速かつ質の高い情

報提供を実施する。また会員個別のニーズに沿って伴走型のサポートを実施し、信頼性の高いサー

ビスの提供を実現する。その際、全国の支援モデルを積極的に導入する。 

◯ 「市民参加」というミッションを強力に進めるため、あらゆる事業の実施に際して、協働の手法

の導入を検討する。協働の現場においては、変革を促し、ビジョン実現のためのプロセスを支援し、

必要となる社会資源をつなげ、問題解決の様々な手法や仕組みを提示する機能（＊）を発揮する。 

  ＊ 協働における「チェンジ・エージェント機能」 

◯ SDGｓ（持続可能な開発目標）の認知度も徐々にあがり、あらゆる主体が社会、環境、経済の３

側面で均衡ある持続的発展に向けて、「自分事」としてアクションに取り組みはじめている中で、

すべての事業において、SDGsとの関係を見える化し、その実現のために意識的な事業展開を図る。 

◯ 2019 年度 2 月以降、全国での新型コロナウィルスの影響で、地域の様々な課題解決を担うＮＰＯ

（ＮＰＯ法人、市民活動団体、ボランティア団体、地縁組織、非営利組織等）も事業停止に追い込

まれた。一方で社会的な困難を抱える方への活動をしている NPO の事業継続をサポートするため

にも、感染症に対する現場のガイドラインや財政的支援策の情報提供、NPO の実態把握と行政へ

の支援要望等に重点的に取り組む。 

◯ 懸案となっている中長期ビジョンと事業戦略の策定への検討を改めてスタートさせる。 

 

  【組織運営・基盤強化】  

◯ ホームページ、SNS そして「ナガクル」などの独自メディアの情報発信ツールを整備充実し、発

信内容の質の向上を図り、非営利組織はもちろん、企業、起業家、士業、金融機関、協同組合など

広く会員拡大を図っていく。 

◯ スタッフが専門的知識や技能を身に付けられるよう、OJT、OFFJT による研修の機会を提供す

る。幅広いステークホルダーに対応できるように、若手スタッフの採用も含めて、各年代からバラ

ンスよく採用する。 

◯ 事業拡大とともに組織も急速に大きくなっていることを受け、役員、スタッフ間でコミュニケー

ションを密に行い、ビジョンの共有と日常業務の協力体制を万全なものにしていく。そのためにも

ICT 活用等を一層進める。 

◯ 職場や事業の開催場所での「３密」を避ける措置など新型コロナウィルスの感染防止を徹底し、

緊急事態宣言などに備え、リモートワークや時差出勤等の導入を含む事業、組織活動の継続計画を

検討する。 
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■事業名 

NPO 活動支援事業・NPO 法人等の実務、広報、組織基盤強化に関する講座の企画開催   

■事業の区分 

■自主      □助成（            ） □受託（    ）   ☑管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊山室秀俊・小林達矢・吉田喜美夫 

■活動予算 

収   入 800,000 円 支   出 800,000 円 

 

１． 事業の目的・目標 

 長野県内で活動しようとする個人や既に活動していう任意団体等がＮＰＯ法人などの法人化を検討する相談

に応じ、ＮＰＯ法人設立の認証申請のサポートを行うことで、市民活動の裾野を広げる。また既存のＮＰＯ法

人個別の事業、財務、組織にかかる包括的な運営相談や他団体との協働構築などのコンサルタント・サポート

や事務代行業務を行うことにより、非営利組織の基盤強化につなげる。基盤強化の一環としてインキュベート

オフィスの運営では特に法人の固定費削減と即時のニーズに対応、市民新聞などメディアの共有を通じて広報

のバックアップ、企業等からの寄贈による物資仲介を行う。 

 個々の NPOの信頼を得るには、事業の確実な遂行と並んで、人材育成・確保、広報の充実、資金調達・財務管

理の適正実施といった組織基盤をバランスよく成長させていくことが重要であるため、NPO 法人等の実務、広

報、組織基盤強化に関する講座の企画・開催を行う。 

  また、寄付募集、助成金等の獲得、協働のバートナー探しには、第３者による評価が必要である。全国的な

展開をしている評価組織と連携した事業評価、組織評価に関する講座を通じて、県内 NPO等の組織力の強化に

貢献する。 

  全国域、国際域での NPO等を取り巻く最新の情勢を全国域の組織と連携して把握しながら、社会情勢の変化

に対応した市民活動の新たな価値創造を促す。 

  2019 年度２月以降、全国での新型コロナウィルスの影響で、地域の様々な課題解決を担うＮＰＯ（ＮＰＯ法

人、市民活動団体、ボランティア団体、地縁組織、非営利組織等）も事業停止に追い込まれた。一方で社会的

な困難を抱える方への活動をしている NPO の事業継続をサポートするためにも、感染症に対する現場のガイ

ドラインや財政的支援策の情報提供、NPOの実態把握と行政への支援要望等に取り組む。 

 

２．実施計画（内容） 

１． コンサルティング・バックオフィス等の支援の実施 

(1) 設立、変更認証・解散等に関する相談、実務の支援 

(2) 認定ＮＰＯ法人の申請に関する相談、実務の支援 

(3) 非営利組織、ソーシャルビジネスを営む事業者の事業運営に関する直接支援 

(4) 非営利組織、ソーシャルビジネスを営む事業者の組織基盤強化（資金調達、人材確保、IT 活用、広

報等）に関する支援 

(5) 非営利組織の事務代行及び支援プログラムの構築 

 

２．SAVE JAPN プロジェクトの実施・検討 

 日本 NPO センター、損保ジャパン株式会社が、2019 年度から創設した「要配慮者のための防災・減災

プロジェクト 」（災害発生時や避難先で配慮の必要な状態が周囲に気付かれずいのちが危険にさらされ

る 人に対し、多様なステークホルダーが協働して、新たな自助・共助のつながりをつくり、持続可能な

コミュニティ形成に貢献する事業）のモデル事業の実施状況を把握し、長野県における実施検討  
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３．インキュベート・オフィス運営 

  入居団体に対する支援の実施 

 

４．書籍販売・会計管理ソフト 

(1) 日本 NPO センター等の発行書籍を中心に、交流会、セミナーなどの機会を捉えて販売 

(2) ㈱ソリマチ「会計王」や freee㈱「freee」の販売や紹介 

 

５．長野市民新聞「市民とＮＰＯのひろば」での NPO への地域課題提言やイベント情報提供 

 

６. 企業からの寄贈による物資仲介 

 

７. NPO 法人・一般社団法人のための組織強化＆助成金セミナー 

  一般社団法人非営利組織評価センターによるセミナー開催（9 月中旬 佐久市） 

 

８．新型コロナウィルスへの対応 

  (1) コロナ禍での NPO 等の実態を把握のための緊急アンケート実施 

  (2) NPO 等のニーズに即した行政への要望活動 

  (3) NPO 等の現場における感染予防ガイドラインの周知、財政的支援策等の情報提供 

    ホームページヘの特設ページ開設、SNSでの情報拡散、双方向の情報共有 
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■事業名 

NPO・公共的団体等の情報交流・協働推進に関する企画・実施（ポータルサイト「ナガクル」運営事業） 

■事業の区分 

☑自主  ☑助成（ 年賀寄付金配分・長野県共同募金会配分金  ） □受託（    ）   □管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊寺澤順子・小林達矢・吉田喜美夫・ソーシャルライター 

■活動予算 

収   入 1,420,035 円 支   出 1,420,035 円 

 

１．事業の目的・目標 

 ・ NPO×地域課題解決ポータルサイト「ナガクル」の認知度を県内全域に拡大する。 

 ・ 社会課題やトピックス記事制作のできるソーシャルライターの増員とスキルアップを図る。 

 ・ SDGs を意識した企業・団体と NPO の協働事例を増やす。 

 ・ 災害復興のための機運を持続させ、安心・安全な地域づくりを実現させる。 

（2019 年度から変更なし） 

２．実施計画（内容） 

1. ポータルサイトの運営 

（1）「社会課題」に関する提言記事（年間 8 本）による情報発信 

（2）注目すべき NPO の取材記事の発信（10 箇所） 

（3）各登録団体によるコンスタントな情報更新の促進 

 

2. ポータルサイト新規登録の開催 

（1）南信地域での新規登録会・広報力講座（9 月 19 日：飯田市で開催予定） 

（2）東信地域でのフォローアップ講座・「SDGs」啓発イベント（12 月開催予定） 

 

3. ソーシャルライター養成塾・ミーティングの開催（10 月オンラインで開催予定） 

（1）社会課題解決の視点を持ち情報発信できるライターの養成とスキルの向上 

（2）ナガクルで情報発信できる人材ネットワークづくり 

（3）ソーシャルライター塾卒業生のよるミーティングの定期開催  

 

4. 災害復興と SDGs を意識した企業・団体の地域づくり講座 

（1）中小企業等が SDGs について学び、地域貢献や NPO との協働の重要性を学ぶ 

（2）災害復興を通して安心・安全な地域づくりを考える講座の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



2020年度 事業計画 

- 5 - 

 

■事業名 

企業・団体との協働事業   

■事業の区分 

□自主      □助成（            ） □受託（    ）   ☑管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊山室秀俊・阿部今日子・小林達矢・石坂みどり・吉田喜美夫 

■活動予算 

収   入 1,000,000 円 支   出 1,000,000 円 

１．事業の目的・目標 

  市町村、県域、圏域、全国域の中間支援団体等と協働して、交流イベントでの事例紹介・講座やＮＰＯの運
営、資金調達に関する講座講師を務めるとともに、県域、圏域、全国域の研修・大会の企画運営に積極的に参
画し、市民活動の活性化と多様なステークホルダーとの協働を促進する。 

  中間支援組織の強みを発揮して、行政、地域金融機関、非営利組織、教育機関、地域組織など多様な主体と
協働による取り組みを推し進める中で、新たな社会の仕組みづくりにも積極的に関与する。 

  新たな社会の創造を実現するために、協働の現場において変革を促し、ビジョン実現のためのプロセスを支
援し、必要となる社会資源をつなげ、問題解決の様々な手法や仕組みを提示する機能（＊）を発揮する。 
＊ 協働における「チェンジ・エージェント機能」 

  （2019 年度から変更なし） 
２．実施計画（内容） 
１．中間支援組織との協働 

 中部環境パートナーシップオフィス、日本 NPO センター、日本ボランティアコーディネーター協会など圏
域、全国の中間支援組織との協働により、県内における市民活動の幅広いサポートを実施 

 （1）中部環境パートナーシップオフィス  
   運営委員、地域協働コーディネーター長野県担当 
   SDGs、ESD の県内普及のため、協働関係を継続、情報共有をしていく。 
   協働イベントの開催などを提案していけば実現しやすく、独自事業やネットワーク形成事業になる。 
 (2) 日本 NPO センター  

CEO 会議参加。中間支援センターの研修会に職員も必要に応じて参加。 
社会福祉協議会や公民館との協働事業構築のコンテンツ事業を実施検討する。 

  (3) 日本ボランティアコーディネーター協会     
    県社協、長野県長寿社会開発センターとともにコーディネーター試験の企画運営を担う。 

 (4) 長野県長寿社会開発センター 
      協働による高齢者の社会参加、「生涯現役」で活躍できる社会環境構築の推進 
   シニア大学専門コース 担当 （新型コロナウィルスの影響により中止） 

２．行政との協働 
 (1) 長野県県民協働課が主催する「NPO 設立講座」への講師派遣 

年間 14 コマほど開催（月毎、地域別） 
 (2) 長野市における自治体経営に関する職員研修、審議会等への参加 

    長野市との協働関係の構築  
行政改革審議会 審議委員、生活支援体制整備推進協議会 会員、 
ながのまちづくり活動提案審査会 委員 

 (3) 長野市こども・子育てフェスティバルの企画・運営への参画 
     9 月 22 日開催までの参加団体同士の交流、フェスティバル実施準備 
 (4) 佐久市における協働に関する職員研修の実施 

SDGs 等をテーマに年１回開催  
 (5) 第四次松本市環境基本計画策定専門部会へ委員として参加 

３．地域金融機関等との協働 
ソーシャル・ビジネス、コミュニティ・ビジネスの主体に対するワンストップ支援のサポート及びセミナー
の開催 

   隔月での定例会の招集、年度後半でのセミナー（日本政策金融公庫スポンサー）の企画運営 
４. 非営利組織との協働 
５．教育機関との協働 
６. 地縁組織との協働 
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■事業名 

SDGs 実現のための協働促進事業 

■事業の区分 

☑自主（講師派遣）  

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊小林達矢・山室秀俊 

■収支予算 

収   入 3,000,000 円 支   出 3,000,000 円 

 

１．事業の目的・目標 

SDGs の「誰一人取り残さない」という理念を実現するためには、分野垣根を越えて協働をすることが 

必要不可欠である。SDGs の理念の普及は、当センターのミッションである「参加」と「協働」にも深く連関し

てくるテーマである。本事業の推進の最終目標は、「100 年先も住みたい訪れたい長野」をつくることである。 

 （2019 年度から変更なし） 

 

２．実施計画（内容） 

1. 教育機関における持続可能な開発のための教育（ESD）普及促進事業 

近年、学習指導要領の改訂にともない、主体的な学びを育む教育が求められている。「持続可能な社会」を実

現するためには、「主体性」や「地域・社会との協働」を児童・生徒・学生にも求められている。長野県環境

部主催の「信州環境カレッジ協働講座・学校講座」や、「NAGANO SDGs PROJECT 出前授業」を活用し、

教育現場で ESD 普及や、SDGs についての啓発を行う。県内の教育機関 15 校対象に ESD 教育を行う。 

※若者の社会・地域活動への参画促進事業の出前授業と併記 

具体的な講座：「信州環境カレッジ web 講座・学校講座」、「NAGANO SDGs PROJECT 出前授業」 

 

2. 企業・団体における SDGs 普及促進事業 

長野県では、SDGs 未来都市に指定を受け、企業などへ SDGs 推進登録を行っている。現在、377 企業（2020.6

現在）が登録している。今年は、新型コロナウイルスの影響で、集まっての研修が難しいため、SDGs に向

けたアクションを実践されている方をゲストにお呼びしたウェビナーを行う。 

具体的な講座：ウェビナー公開講座 10 回（地球環境基金助成、信州環境カレッジ地域講座活用検討） 

 

3. 行政機関等との連携 

・EPO 中部の協働コーディネーターとして、フォーラム開催のコーディネート実施(事務局長：山室) 

・6 月 29 日に SDGs 市民社会ネットワークフォーラムに登壇（事務局次長：小林） 

・第四次松本市環境基本計画専門部会委員（事務局次長：小林） 

・ながの環境パートナーシップ会議（事務局：長野市）のメンバーとして、ながの環境団体大集合の企画運営

に携わる。 
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■事業名 

長野市市民協働サポートセンター受託事業 

■事業の区分 

□自主  □補助・助成（          ） ☑受託（長野市         ）   □管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊阿部今日子・藤澤善博・戸井田由奈・田中一樹 

■活動予算 

収   入 11,467,695 円 支   出 11,467,695 円 

 

１．事業の目的・目標 

・市民の対話促進、社会・地域の課題解決への市民参加の推進 

・市民活動団体等のマネジメント力向上を中心とした自立支援・協働推進 

・多様な主体による協働のコーディネートと新たなコミュニティの創出による市民社会の構築と地域課題

の解決 

 （2019年度から変更なし） 

２．実施計画（内容） 

1. 市民活動に関する情報の収集と提供 

機関誌発行（年４回）・市内外の関係機関の情報収集と陳列・ホームページＳＮＳによる市民活動情報の発

信・助成金情報の受発信他 

2. 市民活動に関する情報提供・相談事業  

3. 市民活動に役立つ各種講座の開催 助成金・マネジメント・広報・会計相談など（全 16 回予定） 

4. 市民活動への理解促進のための講座・交流会 市民活動いりぐち講座・ＮＰＯカフエまんまる(11 回) 

5. 参加促進のためのコミュニティづくりと運営 

まんまるサロン・おじさんまんまる（全 24 回）・コミュニティブリッジ・夏休み企画 

6. 地域の課題解決に向けた交流事業 地域まんまる（2 回）・まちむら交流会（3 回） 

7. 多様な主体による市民活動のネットワーク構築・強化(ながの協働ねっと事務局) 

地域まるごとキャンパス(長野県共同募金会助成事業)   

夏休み企画(センター事業と共催) 

忍者をふやそう大作戦 市民と NPO のひろば編集委員会 

会員ミーティング(SDGs・ショートタイムワーク勉強会ほか) 

8. 職員研修 長野県社協・長野県・JVCA(コーディネーション力検定)など 

9. 災害支援関係 長野市災害ボランティア委員会への参画 
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■事業名 

佐久市市民活動サポートセンター受託事業 

■事業の区分 

□自主  □補助・助成（             ） ☑受託（ 佐久市    ）   □管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊山室秀俊・上野亮太・佐々木愛歌・美和健一・石丸夏子・大井邦子・粟津知佳子・小島美里・石丸富士江・

広澤三和子 

 
■活動予算 

収   入 14,449,600 円 支   出 14,449,600 円 

 

１．事業の目的・目標 

・市民の対話促進、社会・地域の課題解決への市民参加の推進 

「佐久の市民活動をもっと楽しく！！〜みんなでしあわせのサイクルを創ろう」 

・「ひとと地域の“参加”の力が活きる、未来志向の交流と協働の創造拠点」としての認知度アップ 

・市民活動団体等の組織基盤強化の支援 

・協働が育つ場づくりと協働プロジェクトのプロデュース 

（2019 年度から変更なし） 

２．実施計画（内容） 

1. 「協働」に対する市民や企業、市職員の動機付けや意識の醸成 

カフェさくさぽ（6 回）、「協働」に関する講座（1 回）、「協働」に関する企画（1 回）、県内及び市内他

機関との協働事業の推進と連携 

2. 協働して活動ができる市民活動団体を増やすこと 

  登録団体の取材とニーズ把握のためのヒアリング（年間 30 件予定）NPO 法人に関する講座（2 回） 

3. 情報提供コーナーの受付及び管理 

  市民活動団体のパンフレット、講座・イベント等のチラシ・ポスター受取件数（年間 240 件想定） 

  市民活動団体の情報を随時更新 

4. 市民活動団体や新たな人材の発掘・育成を図る各種講座等の開催（全 8 回） 

5. NPO 法人や市民活動団体、地域課題に関する相談対応 

6. 佐久市市民活動サポートセンターの施設利用受付及び管理 

7. 多様な媒体を活用した情報発信と情報収集 

  ホームページ情報発信（年間 120 件）ホームページアクセス（年間 24,000 件） 

  Facebook 情報発信（年間 120 件）Facebook アクセス（年間 120,000 件） 

  機関紙等の発行（年 4 回、各 35,000 部を佐久市内世帯に全戸配布） 

8. 長野県 NPO センター独自事業との共催によるイベント・講座の実施 

SDGs の啓発と行動・事業展開に資する事業、社会課題×NPO のポータルサイト「ナガクル」登録フォロー

アップ講座、資金調達および組織評価に関する講座 

9. 市と市民活動団体等との具体的な「協働プロジェクト」のプロデュース 

  佐久平地域まるごとキャンパス事業の企画・実施 
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■事業名 

信州パーソナル・サポート事業（就労準備支援事業）【東部】【北部】 

■事業の区分 

□自主   □補助・助成（         ） ☑受託（ 長野県  ）     □管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊池内利彦・由井晴美・石坂みどり・丸山茂樹・丸山弘子・轟富美子 

■活動予算 

収   入 11,550,000 円 支   出 11,550,000 円 

 

１．事業の目的・目標 

 ・支援対象者一人ひとりが困窮状態から生きる力を取り戻し、「リズムのある充実した日常生活」をおくると 

  ともに、家族や地域社会での「安心できる人間関係や居場所」をつくり、「自らの生活の基本を支え、生きが 

  いを感じられる仕事に就く」準備が整うように、きめ細かな支援と就労先の選択肢を提供する。 

 ・今まで実績がなかった東部地区町村を定期的に訪問し、制度の一層の理解やニーズ対象者の情報共有を行う

ことで、就労準備支援事業の利用につなげる。 

  

２． 実施計画（内容） 

・ 北部・東部の各圏域における対象者数やニーズを踏まえて、寄り添い型の効果的な就労準備支援プログラム

を作成・実施する。 

＊ 対象者：生活困窮者及び被保護者 

＊ 自治体別年間利用者人員 

地域名 総数 自治体別年間利用者人員 

① 東部 5人 佐久市【3人】、県【2人】 

② 北部 16人 長野市【4人】、須坂市【3人】、千曲市【4人】、県【5人】 

 

・ キャリアコンサルタントや産業カウンセラー等の資格保有者、相談業務、就労支援業務、進路サポート業務

等の経験を有する者、地域の NPO、社会福祉事業所、企業等の社会資源についての十分な知識やネットワー

クを有するスタッフを引続き配置し、県内の中間支援組織のネットワークを活かす。 

・  

・ 東信（佐久市）、北信（長野市 2 か所）に拠点を設置したことにより、支援メニューの充実を図り、一般就

労が困難な者に対する生活自立・社会自立・就労自立の支援計画の立案と実施を行う。 

*  地域拠点 

  佐久拠点：佐久市市民活動サポートセンター（佐久市取出町野沢会館） 

     長野拠点：長野県ＮＰＯセンター高田事務所、新田町オフィス（長野市新田町荻野ビル 1F） 
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■事業名 

子どもおよび多世代居場所づくり事業 

■事業の区分 

☑自主（子どもの居場所普及人材育成出前講座） ☑補助・助成（県社会福祉協議会、日本財団） 

☑受託（こどもわくわくカフェ、こどもの居場所＠バーチャル） ☑寄付（共同募金会、フードバンク） 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊山室秀俊・小林達矢・平松亜依子・山岸 晃 

■活動予算 

収   入 3,000,000 円 支   出 3,000,000 円 

 

１．事業の目的・目標 

学習支援、食事提供、悩み相談等の多機能で家庭機能を補完する地域のこどもの居場所である「信州子どもカ

フェ」を多様な主体とともに推進し、子ども自身に困難を乗り越えて自立する力をつけてもらうと同時に、多

世代との交流促進が貧困の連鎖や困窮を防止するための取り組みを拡大できる事業を実施する。 

（2019 年度から変更なし） 

２．実施計画（内容） 

1. 子どもの居場所・こどもカフェの普及拡大に対する支援（信州こどもカフェ地域人材育成事業） 

 県の上田、長野、北信地域振興局単位で「信州こどもカフェ」の普及拡大を図るため、情報共有の場、課

題解決の場として、こどもの居場所・こどもカフェの実施団体、支援団体、行政がネットワークする「プ

ラットフォーム」へ参加。また依頼に応じて、人材育成講座を行う。  

 

2. こどもや多世代の居場所の直接運営とモデルの検証 

こどもたちが安心して過ごし、学習支援や食事支援を通じて、多世代との交流を促進し、将来に明るい展

望を持つことができる多機能な居場所運営を行う。 

 NPO 法人ながのこどもの城いきいきプロジェクトとの協働により運営、学習支援担当 

地 区 ながのこどもわくわくカフェ（※1） 

実施期間 
2020 年 6 月～2020 年 8 月 

8 回実施 

2020 年 9 月～2021 年 3 月 

20 回実施 

 毎月第 1・3 火曜日第 2 金 or 木曜日開催 16 時～20 時 

会 場 長野市権堂イーストプラザ 長野県 NPO センター新田町オフィス 

 

3. オンラインを活用した学習支援及び食事提供のモデル検証 

 新型コロナウイルスの影響を考慮し、タブレット配布、配食による遠隔学習支援を行う。 

事業名・内容 
新規事業：こどもの居場所＠バーチャル 

令和元年 19 号台風で被災した子供たちの不足した学びの場を提供する。 

実施期間 

2020 年 5 月～2021 年 3 月 40 回実施 

毎週第土曜日開催 12 時～18 時※日時変更可能性あり 

（5 月は、休校期間に伴い毎週木曜日開催） 

NPO 法人ながのこどもの城いきいきプロジェクトとの協働により運営、学習支援担当 

 

  



2020年度 事業計画 

- 11 - 

 

■事業名 

若者の社会・地域活動への参画促進事業 

■事業の区分 

☑自主（教育機関への出前授業）  ☑寄 付   ☑補助・助成（地球環境基金、県共同募金使途選択） 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊小林達矢・平松亜依子 

■活動予算 

収   入 3,700,000 円 支   出 3,700,000 円 

 

１．事業の目的・目標 

主に高校生・大学生を対象として、自然環境や長野の将来などを自らの課題として捉え行動できる次世代人材

育成を行う。地域に関わり、課題解決のためのアクションプランを行うことにより、地域への愛着も醸成、ひい

ては長野に関わる関係人口増加にも繋げていく。（2019 年度から変更なし） 

 

３． 実施計画（内容） 

１．長野発高大生による SDGs 実現のためのアクションプラン「ユースリーチ～youth reach～」 

（1）高大生向けに SDGs 認知度・理解度、活動参加促進のためのイベント（新学期応援フェス）開催 

 日時：2019 年 4 月 26 日 オンライン開催へ変更 参加目標人数 100 名 

 （2）活動 2：SDGs 実現のためのアクションプラン事業の作成、実施 

 ・高大生のアクションプランを引き出すステップアップ講座を年 4 回開催 

 ・高大生の活動場所としてながの協働ねっとの地域まるごとキャンパスへ参加 

 ・7 月にアクションプランを固める企画会議開催、10 月に中間リフレクションを開催 

 ・長野県 NPO センター新田町オフィス内に高大生の居場所「Fourth Place」を開設 

  毎週火曜日、木曜日 16 時～21 時を開場にする 

・アクションプラン 5 分野 5 アクション誕生 参加人数 50 名  

※ 脱プラごみ拾い、エシカルフェス登壇、高大生の居場所づくりなど  

 （3）SDGs コミュニティの創出 

 ・高大生の活動を見える化するために、企業や市民へ共有する機会をつくる（最終報告など） 

 ・企業や市民の SDGs への関心を高めるために、公開講座を 10 回程度オンライン開催検討 

 ・高大生の活動を応援する SDGs コミュニティ長野（仮）を設立  

 

２． ESD 教育の普及及び、探求的な学びの促進に繋げる出前授業へ講師派遣 

 学習指導要領の改訂に伴い、主体的に学ぶ教育や、社会参画を求める教育への学校機関の需要が拡大 

 県内の教育機関 15 校で特別出前授業を開催する。「SDGs de 地方創生」や「キャリア教育」、 

「ユースリーチ」などの課外活動の事例紹介などを行う。 

オンラインを活用した web 講座の構築も行う。 
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■事業名 

長野県災害時支援ネットワーク 

■事業の区分 

□自主  ☑補助・助成（ 災害ボラサポ ） ☑受託（JPF  ）   ☑寄付    □管理 

■担当者名（責任者は ＊ 印） 

＊山室秀俊・新井 岳・山岸 晃・村上裕紀子・吉田喜美夫・轟富美子 

■活動予算 

収   入 6,588,000 円 支   出 6,588,000 円 

 

１．事業の目的・目標 

  ・ 長野県域における災害発生に備え、平時より多様な市民セクターや企業・団体等が行政や関係機関と連携し、互

いの活動や災害に対しての取り組み、課題を共有しながら、災害時には広域的かつ効果的に連携し、被災者支援

を円滑に行うことを目指す。 

 ・令和元年東日本台風災害の復興を様々な支援活動を支えることで実現する。 

 

２．実施計画（内容） 

１．平時における活動 

  （1）長野県危機管理部、災害対策本部NPOボランティア班要員としての活動 

      大規模災害を想定した図上訓練に参画した。 

    （2）フォーラム等の開催 

  ・ 圏域における情報交換の場づくり（情報の収集や蓄積） 

    佐久、上田、長野、北信圏域でのつながる BOOK（県社協との協働）の実施 

・ 県全体を対象としたフォーラム開催（2021 年１月） 

２．災害復旧・復興期における活動 

 (１) 情報共有会議 

   令和元年東日本台風災害の支援に関する情報共有会議を必要に応じて開催 

 (２) 信州災害支援寄付基金～ONE NAGANO 基金（NPO 等民間支援団体への助成） 

  ・ 大口寄付見込者（企業等）への寄付依頼の実施 

・ 第１次助成：4 月 20 日 第 1 次助成〆切 ５月 18 日 採択団体公表、交付決定 

  助成団体に対してヒアリングを行うとともに、HP 等で支援状況等の情報発信 

・ 第 2 次助成：７月以降に実施予定 

（３）支援団体（社会福祉協議会や NPO、住民組織）の活動への協力や支援 

 ・長野市長沼地区住民自治協議会の関係会議へのオブザーバー参加 

  長沼地域支援者会議、長沼地域農業者会議などに参加、支援が必要なものに関してはコーディネート 

 ・新型コロナウィルスに関しての情報の発出を行い、支援者をサポート 

（４）市町村域のネットワーク構築支援（県内の各地域でのネットワークの構築） 

・長野市 

 ネットワーク構築のフォロー、7月5日(日)に1回目のイベントを長野市市民協働サポートセンターの主催で行う。 

・佐久市 

 情報共有会議を開催予定（2020 年８月）、市社協、行政と協働して佐久市での連帯を図る。 

・佐久穂町 

 町生活支援・地域支えあいセンター、県社協と協働。リエゾンという形で参加。 

（５）令和元年東日本台風災害（台風 19 号）の活動記録の作成 

  発災時の記憶が薄れる前に､アーカイブ作成を行う予定｡インタビュー記事、データを作成 

  （長野県と協働） 

 


